
役員及び評議員の報酬等及び費用並びに定年に関する規程 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、公益財団法人愛媛県総合保健協会（以下「本協会」という。） 

定款第１３条、第２６条及び第２８条の規定に基づき、役員及び評議員の報酬等及

び費用弁償の支給並びに定年の基準について必要な事項を定めるものとする。 

（定義等） 

第２条 この規程において、用語の定義は次に定めるところによる。 

（１） 役員とは、理事及び監事をいい、評議員と併せて役員等という。 

（２） 常勤役員とは、原則として土曜日、日曜日及び祝祭日以外に本協会に勤務する者 

のうち使用人を兼務していない者をいう。ただし、理事長が定める使用人の職を兼 

    務する者については、この限りでない。 

（３） 非常勤役員とは、常勤役員以外の者をいう。 

（４）報酬等とは、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（以下「認定

法」という。）第５条第１４号で定める報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受

ける財産上の利益及び退職手当をいう。費用は含まない。 

（５）費用とは、職務の遂行のために発生する交通費、旅費（宿泊費を含む）及び手数

料等の経費をいう。 

（報酬等の支給） 

第３条 本協会は、役員等の職務遂行の対価として報酬を支給することができる。 

２ 常勤役員及び非常勤会長の報酬は、月額報酬を支給する。 

３ 会長以外の非常勤の役員等に対しては、理事会又は評議員会に出席した場合は、

報酬として、会議出席謝金を支給する。 

４ 監事（非常勤）に対しては、主として会計監査に対する対価を支給することがで

きる。監事が複数いる場合、その配分は監事間の協議による。支給方法は当該監事

と本協会の協議による。 

５ 常勤役員の退職に当たっては、その在任期間に応じ第７条に規定する退職手当を

支給する。 

（常勤役員等の報酬の支給） 

第４条 常勤役員に対する報酬の支給は、毎月と支給する。 

   支給日、支給方法並びに報酬により控除する金額等支給に関する詳細は、理事会に

おいて別に定める本協会の給与規程に準ずる。 

２ 就任または退任が月途中の場合には、報酬月額を日割りで計算する。 

３ 非常勤会長に対する報酬の支給は、毎月支給する。 

 支給日、支給方法並びに報酬により控除する金額等支給に関する詳細は、理事会に

おいて別に定める本協会の給与規程に準ずる。 



（費 用） 

第５条 本協会は、役員等がその職務の遂行にあたって負担した費用については遅滞なく

支払うものとし、また前払いを要するものについては前もって支払うものとする。 

 ２ 役員等の出張に伴う宿泊手当については、別表３に定める。 

（報酬等の額の算定方法） 

第６条 常勤の役員に対する報酬等の額は、次の各号に掲げる報酬等の区分に応じ、当該

各号に定めた額とする。 

（１） 報 酬 別表１「常勤役員報酬表」に定める報酬限度額（年額）の範囲内

で理事長が理事会の承認を得て決定する額 

（２） 退 職 手 当 別表２「常勤役員の退職手当」に定める算式により算出される額 

（３） 役員宿泊手当 別表３「役員宿泊手当」に定める額 

２ 非常勤の役員等に対する報酬等の額は、次の各号に掲げる報酬等の区分に応じ、

当該各号に定めた額とする。 

（１） 非 常 勤 会 長 の 報 酬  別表４「非常勤会長報酬」に定める額 

（２） 非常勤役員等の会議出席謝金  別表５「非常勤役員等の会議出席謝金」に定める額 

（３） 非 常 勤 監 事 の 謝 金  別表６「監事への謝金」に定める額 

（常勤役員の退職手当） 

第７条 常勤役員が任期満了、辞任または死亡により退任した場合は、退職手当を支給す

る。死亡により退任した場合には、その遺族に支払うものとする。 

 ２ 非常勤役員等には退職手当は支給しない。 

（職員から常勤役員への就任） 

第８条 本協会職員が常勤役員に就任するときは、就任の前日をもって就業規則にある退

職金規程による退職金を算定し、これを支給する。 

常勤役員就任日以降については、本規程による。 

（退職手当の不支給） 

第９条 常勤役員が定款第２７条第１号に該当して解任された場合、または役員としてふ

さわしくない行為があって退任に至った場合は理事会の決定により、退職手当を支

給しない。 

 ２ 常勤役員が刑事事件に関し起訴された場合において、その判決の確定前に退任し

た場合は、退職手当を支給しない。ただし、確定判決において禁固刑以上に処せら

れなかった場合は、この限りでない。 

（臨時的緊急処置） 

第 10 条 当該役員が役員としての責任を取ることが妥当とする状況があった場合は、理事

会の決議によって、役員報酬及び退職手当の減額または支給停止の措置をとることが

できる。 

（役員の定年） 

第 11 条 理事及び監事の定年は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおり



とする。 

（１）会長 満８０歳 

（２）前号以外の理事及び監事 満７０歳 

２ 理事又は監事が前項第２号の定年に達した場合であっても、医師免許を有する者

であるときは、公益目的事業の遂行上必要があると理事会が認めた場合に限り、満７

５歳を上限として定年を延長することができる。 

３ 理事及び監事が前２項の定年に達した場合は、定年に達した日以後における最初

の定款第２６条第１項から第３項までに規定する時に退任するものとし、再任するこ

とはできない。 

（公  表） 

第 12 条 本協会は、この規程をもって認定法第２０条第１項に定める報酬等の支給の基準

とし、公表する。 

（改  正） 

第 13 条 この規程の改正は、評議員会の決議により行う。 

（補  則） 

第 14 条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事会の決議により、別に定める。 

 附 則 

１、この規程は、公益財団法人への移行登記の日から施行する。 

２、この改正は、令和 3年 7月 1日から施行する。 

３、この改正は、令和 5年 6月 1日から施行する。 

４、この改正は、令和 6年 7月 1日から施行する。 

５、この改正は、令和 8年 7月 1日から施行する。ただし、改正後の第 11条の規定の施行

の日（以下「施行日」という。）に、既に定年に達している理事又は監事がいる場合は、

当該理事又は監事は、施行日以後における最初の定款第２６条第１項から第３項までに

規定する時に退任するものとする。 



（別表１）常勤役員報酬表 

役 職 名 報酬限度額（年額） 報酬月額 

理  事  長 1,740万円 左記の範囲内で決定した報酬年額を 12

で除して得た額（数値に１円未満の端

数が生じた場合には、これを切り捨て

る。） 

専 務 理 事 1,640万円 

常 務 理 事 1,450万円 

（年度途中の役職変更等に伴う報酬限度額の算定） 

１ 年度の途中で常勤役員の役職が変更された場合は、変更前の役職に係る報酬限度額

を当該役職に在任した期間（暦月を基準とし、１か月未満は日割計算）で按分した額

と、変更後の役職に係る報酬限度額を当該役職に在任した期間で按分した額を合算

し、当該年度における当該役員の報酬限度額とする。 

２ 年度の途中に新たに就任した常勤役員の報酬限度額は、就任した日以後の期間につ

いて、当該役職の報酬限度額を月割（１か月未満は日割）して算定した額とする。 

 

（別表２）常勤役員の退職手当 

退職手当は、次の計算方法で算出する。 

（報酬月額×支給率） 

（支給率）  

在職年数 自己都合 任期満了 

１ ０．６０ １．０ 

２ １．２０ ２．０ 

３ １．８０ ３．０ 

４ ２．４０ ４．０ 

５ ３．００ ５．０ 

６ ４．５０ ６．０ 

７ ５．２５ ７．０ 

８ ６．００ ８．０ 

９ ６．７５   ９．０ 

１０ ７．５０ １０．０ 

１１ ８．８８ １１．１ 

１２ ９．７６ １２．２ 

１３ １０．６４ １３．３ 

１４ １１．５２ １４．４ 

１５ １２．４０ １５．５ 

１６ 以下同じ 以下同じ 



 

（別表３）役員宿泊手当 

職  名 日当（一日につき） 
宿  泊  料 

甲  地 乙  地 

会 長   

理  事  長 
３，５００円 １５，８００円 １４，３００円 

専 務 理 事 ３，０００円 １４，８００円 １３，３００円 

常 務 理 事 ２，６００円 １３，１００円 １１，８００円 

 

宿泊料の甲地方とは、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県及び福岡県

のうち本協会の定める地域その他これらに準ずる地域で本協会の定めるものをいい、乙地

方とは、その他の地域をいう。 

 

（本協会で定める甲地方一覧表） 

都道府県名 地   域 都道府県名 地   域 

埼  玉  県 さいたま市 京  都  府 京都市 

千  葉  県 千葉市   大  阪  府 
大阪市   

堺市  

東  京  都 特別区 兵  庫  県 神戸市  

神 奈 川 県 

横浜市   

川崎市   

相模原市 

広  島  県 広島市 

愛  知  県 名古屋市 福  岡  県 福岡市 

 

（別表４）非常勤会長報酬 

月額１００，０００円～３５０，０００円の間で理事長が定める額を支給するものと

し、第３条第３項は適用しない。 

 

（別表５）非常勤役員等の会議出席謝金 

非常勤の役員等が理事会・評議員会に出席の場合 

会議出席謝金として日額１０，０００円を支給することができる。（源泉徴収分は除く）

会議に出席するため特別の経費を要する場合には、この法人の旅費規程に準じて支給す

ることができる。 

 

 



（別表６）監事への謝金 

年間総額１０万円以内を限度として支給することができる。監事が複数の場合、その

配分は監事が協議して決める。 

 


